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１１．新興感染症発生・まん延時における医療 

 

「新興感染症発生・まん延時における医療」の概要
■ 現状と課題

■ 主な施策の方向

①新興感染症の発生を想定した平時からの準備
○ 病床確保、外来対応、自宅療養者等への医療提供等について、医療機関と協定を締結
○ 研修・訓練の機会を充実

①新興感染症の
発生を想定した
平時からの準備

②関係機関の役割
分担の明確化
及び連携強化

■ 主な数値目標（令和11年度）

○ 新型コロナウイルス感染症の流行は社会全体に大きな影響を与え、医療面では病床、人材、
物資等の機動的な確保が困難になる等、様々な課題が顕在化。

○ 前例のない中、医療機関をはじめ様々な機関が試行錯誤しながら対応。
○ 今後も新興感染症の発生が懸念されるが、時期や感染力、病原性等の事前予測は困難。

《課題》

《現状》

■ 圏域設定
全県１圏域

③不安解消や人権侵害
防止に資する正確で
効果的な情報提供

②関係機関の役割分担の明確化及び連携強化
○ 県感染症予防対策連携協議会を活用した、役割分担の明確化及び連携強化
○ 県感染症予防計画の策定を通したより広範かつ詳細な内容を明確化

③不安解消や人権侵害防止に資する正確で効果的な情報提供
○ 各種広報媒体を活用し、科学的知見に基づいた正確な情報を提供
○ 新興感染症発生時において、相談窓口での情報提供により県民の不安を軽減
○ 感染者等への差別や偏見を防ぐよう配慮した情報を発信

①協定締結による確保病床数
(流行初期) 200床以上
(流行初期以降) 300床以上

①協定締結による外来医療機関数
(流行初期) 200ヶ所以上
(流行初期以降) 300ヶ所以上

②県感染症予防対策連携
協議会年間開催回数

１回

①協定締結による自宅療養者等
への医療提供機関数

360ヶ所以上

①県内の保健所等における
年間研修・訓練実施回数

10回以上
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 現状と課題  
○ 令和２年冬以来の新型コロナウイルス感染症の流行は、医療をはじめ社会全体

に大きな影響を与え、従来の感染症対策の想定を超えて、多くの機関が連携して

対応することが求められました。 

○ 医療面では、入院受入病床、有症状者や自宅療養者に対応できる外来医療

機関、医療人材、感染防護具等を機動的に確保することが困難になる等、様々

な課題が顕在化しました。 

○ 医療機関等では、準備期間が十分ない中でも、前例のない取組を試行錯誤し

ながら行うことを余儀なくされ、その遂行にあたっては各機関に重い負荷がかかりまし

た。 

○ また、感染症に関する正確な情報が行きわたらず、県民の間に過度な不安が広

まった他、個人情報の詮索や誹謗中傷等の人権侵害も発生しました。 

○ グローバル化や気候変動等の影響もあり、このような新興感染症※１が発生・まん

延するリスクは、今後も高いものと見込まれますが、どのような感染力や病原性を持

つ感染症が、いつ発生・まん延するか等を事前に予測することは困難であるため、平

時から様々な想定のもとに準備をしておくことが重要です。 

 

〔 新型コロナウイルス感染症の療養者及び感染者数の推移 〕 

                                         「県健康推進課作成」 

 

【課題項目】 

① 新興感染症の発生を想定した平時からの準備 
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② 関係機関の役割分担の明確化及び連携強化 

③ 不安解消や人権侵害防止に資する正確で効果的な情報提供 

 

 圏域設定  
○ 新興感染症発生・まん延時においては、感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律に基づき、県が一元的に医療提供体制の構築を担うため、

全県１圏域とします。 
 

 施策の方向  
（１）新興感染症の発生を想定した平時からの準備 

● 新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間※２に、新興感染症患者の入

院受入を行う病院又は有床診療所と、病床確保に係る医療措置協定を平時に

締結し、第一種協定指定医療機関に指定します。 

● 新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間に、発熱等新興感染症に見ら

れる症状を呈する患者の診察や、自宅等で療養する新興感染症患者への医療

提供を行う病院、診療所、薬局、訪問看護事業所と医療措置協定を平時に締

結し、第二種協定指定医療機関に指定します。 

● 新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間に、新興感染症に対応する医

療機関から、当該感染症に感染していない患者や当該感染症から回復したもの

の引き続き入院を要する患者の転院受入を行う病院又は有床診療所と、後方

支援に係る医療措置協定を平時に締結します。 

● 新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間に、新興感染症の集団発生

等により一時的に人員不足に陥った病院、福祉施設等に医師、看護師等医療

関係者を派遣できる病院、診療所と、人材派遣に係る医療措置協定を平時に

締結します。 

● 新型インフルエンザ等感染症等の発生に備え、サージカルマスク、Ｎ９５マスク又

はＤＳ２マスク、アイソレーションガウン又はプラスチックガウン、フェイスシールド及び

非滅菌手袋について、必要数量の２か月分以上を目安として備蓄を行う病院、

診療所、薬局、訪問看護事業所と、物資の備蓄に係る医療措置協定を平時に

締結します。 

● 新興感染症の発生を想定し、保健所、医療機関等の職員を対象とした研修・

訓練の機会を、平時から充実させます。 

 

（２）関係機関の役割分担の明確化及び連携強化 
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● 県感染症予防対策連携協議会を活用し、感染症対策に関わる関係機関と平

時から役割分担を明確化し、連携を強化します。 

● 和歌山県感染症予防計画を別途策定し、より広範かつ詳細な内容について定

めます。 

 

（３）不安解消や人権侵害防止に資する正確で効果的な情報提供 

● パンフレットや教材の作成配布、キャンペーンや各種研修の開催、各種広報媒

体の活用等により、各種感染症の特徴や予防策について、科学的知見に基づい

た正しい情報を平時から提供します。 

● 新興感染症発生時には、県民の不安等に対応する相談窓口を開設し、相談

者の気持ちに寄り添いながら、当該感染症の特徴や予防策に加え、重症化に寄

与するリスク因子等も分かりやすく情報提供し、適切な感染予防行動を促します。 

● 情報発信にあたっては、患者やその家族、感染が多く発生している社会集団等

に対する差別や偏見が発生しないように配慮します。 

 

 数値目標の設定と考え方  
（１）新興感染症の発生を想定した平時からの準備 

 

項 目 現状 目標(令和11年度) 設定の考え方 

第一種協定指定医療機関での 

確保病床数 
― 

・流行初期 

  200床以上 

・流行初期以降 

300床以上 

県 感 染 症 予 防

計画の目標値 

発熱等の患者の外来診療を行う第

二種協定指定医療機関数 
― 

・流行初期 

   200ヶ所以上 

・流行初期以降 

   300ヶ所以上 

県 感 染 症 予 防

計画の目標値 

自宅療養者等に医療提供を行う第

二種協定指定医療機関数 
―    360ヶ所以上 

県 感 染 症 予 防

計画の目標値 

後方支援に係る医療措置協定締

結医療機関数 
― 

・流行初期 

    40ヶ所以上 

・流行初期以降 

50ヶ所以上 

県 感 染 症 予 防

計画の目標値 
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（２）関係機関の役割分担の明確化及び連携強化 

項 目 現状 目標(令和11年度) 設定の考え方 
県感染症予防対策連携協議会の

年間開催回数 
― １回 

県 感 染 症 予 防

計画の目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 現状 目標(令和11年度) 設定の考え方 

新興感染症対応のため派遣可能

な医療人材確保数 
― 

・医師  20人以上 

・看護師30人以上 

・その他   30人以上 

県 感 染 症 予 防

計画の目標値 

十分な個人防護具の備蓄を行う医

療機関数 
― 320ヶ所以上 

県 感 染 症 予 防

計画の目標値 

研修・訓練を自ら実施又は職員を 

参加させる医療機関数 
― 320ヶ所以上 

県 感 染 症 予 防

計画の目標値 

県内保健所等における年間研修・

訓練回数 
― 10回以上 

県 感 染 症 予 防

計画の目標値 

■用語の説明 
※1 新興感染症 

最近新しく認知され、局地的あるいは国際的に公衆衛生上の問題となる感染症。 
 

※2 新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間 
新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新興感染症に係る発生等の公表が行われた

ときから、新型インフルエンザ等感染症等と認められなくなった旨の公表等が行われるまでの間。 


